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意識した研究が 6 割程度実施されていると考えられる。 
                                          
（注）平成１５年～１６年度科学技術振興調整費調査研究報告書  基本計画の達成効果の評価のための調査  
NISTEP REPORT No.80 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析  2004 年 5 月 
NISTEP REPORT No.89 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析  2005 年 3 月 
NISTEP REPORT No.93 国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査報告書 (成果集)  2005 年 5 月 
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成果の８割がすでに何らか実現 
実現時期別の内訳を見ると、｢期間中（第２期及び第３期科学技術基本計画（２００１年～２００
８年アンケート調査時まで）に実現した｣が約 27%、｢期間中に一部実現した｣が約 52%、｢今後 5
年程度で実現が期待できる｣が約 19%であり、｢期間中に実現した｣と｢期間中に一部実現した｣を
合計すると 8 割の成果がすでに実現している。1 機関の回答数を最大１０件に限定したため、各
機関において明確な成果が厳選されたものと考えられる。 
 










＜目標１＞　 飛躍知の発見・発明 275 26.1% 40.4% 46.5% 10.5% 2.5%
＜目標２＞　 科学技術の限界突破 67 6.4% 34.3% 46.3% 19.4% 0.0%
＜目標３＞　 環境と経済の両立 146 13.9% 25.3% 54.1% 19.9% 0.7%
＜目標４＞　 イノベーター日本 189 18.0% 22.8% 57.7% 16.9% 2.6%
＜目標５＞　 生涯はつらつ生活 203 19.3% 19.7% 51.7% 28.1% 0.5%
＜目標６＞　 安全が誇りとなる国 118 11.2% 22.9% 53.4% 22.9% 0.8%
上記政策目標に該当しない研究分野 54 5.1% 13.0% 61.1% 20.4% 5.6%










たり表彰実績があるもの、今後の大きな発展性が期待されるもの、などである。第 2 表～第 3 表は、
選定された代表的成果３９事例のリストである。 
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ら延べ 8768 件（310 種類）の成果が寄せられた。この集計結果を踏まえて事例候補案を 30 事例に
絞り込み、さらに検討会と委員会を通じて、大政策目標毎に 2 事例、全体（大政策目標（１）～（6））
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iPS細胞の創出 ◎ ○ ◎
【事例2】
脳科学の展開 ◎ ◎ ◎ ○
【事例3】








◎ ○ ◎ ○
【事例6】




















○ ◎ ◎ ○ ○
【事例12】
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（１）調査対象：  以下①から③の機関（合計 318 機関）に対して、アンケートを送付した。 
 
            ①国公立大学    146 機関 
（看護大学、芸術大学（東京芸術大学・筑波芸術大学以外）を除く） 
            ②私立大学      96 機関 
（看護大学、芸術大学、高専を除く、科研費配分額 5,000 万円以上） 
            ③公的研究機関   76 機関 
 
 
   12
（２）調査期間：    2008 年 12 月 11 日～1 月 14 日 (最終回収は 2 月 27 日） 
（３）調査内容：    ・ 機関ごとの代表的成果(あるいは大きな進展)を回答していただいた。 
             ・ 回答件数は１機関 10 件を上限とし、自己評価にて記入していただいた。 
             ・ 第三者にも分かりやすい客観的観点として、メディアやトップジャーナルで 
の取上げや表彰などの実績を記入していただいた。 

























   ～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造
（１）新しい原理・現象の発見・解明
（２）非連続な技術革新の源泉となる






















   ～革新を続ける強靱な経済・産業を実現
＜目標５＞
 生涯はつらつ生活
   ～子供から高齢者まで健康な日本を実現
（６）世界を魅了する
     ユビキタスネット社会の実現
（７）ものづくりナンバーワン国家の実現
（８）科学技術により世界を勝ち抜く




   ～人類の夢への挑戦と実現
（３）世界最高水準のプロジェクトによる
     科学技術の牽引
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3. 調査票の構成 
調査票の構成と質問項目の概要は以下の通りである。 
（調査票の詳細な質問項目については、付属資料編第 1 部を参照）。 
 















 本アンケートでは、全機関の 6 割に相当する 189 機関から回答があり、1052 件の成果案件が寄
せられた（第 1-2-1-3 表）。 
第 1-2-1-4 表において機関別の内訳を見ると、国公立大学が 558 件（53%）、私立大学が 242
件（約 23%）、公的研究機関が 252 件（約 24%）であった。成果の意義分類として大政策目標による
内訳を全機関合計で見ると、｢目標１ 飛躍値の発見・発明｣が 275 件（約 26％）、｢目標 2 科学技
術の限界突破｣が 67 件（約 6％）、｢目標 3 環境と経済の両立｣が 146 件（約 14％）、｢目標 4 イノ
ベーター日本｣が 189 件（約 18％）、｢目標 5 生涯はつらつ生活｣が 203 件（約 19％）、｢目標 6 安
全が誇りとなる国｣が 118 件（約 11％）、｢これら政策目標に該当しない分野｣が 54 件（約 5％）であ
った。｢目標１ 飛躍知の発見・発明｣に占める比率が約 26％と最も大きかったが、これを機関別に
見ると、国公立大学が約 29%、私立大学が約 24%、公的研究機関が約 21%であり、国公立大学の比
率が最も大きかった。一方、大政策目標３～６に該当する成果を３機関合計すると 656 件（約 62%）
になり、大学や公的研究機関における成果として、ある程度明確な方向性を目指した研究が 6 割
程度実施されている事が分かった。 
第 1-2-1-5 表において成果の実現時期別の内訳を見ると、｢期間中に一部実現した｣が 548 件
（約 52%）と最も多く、｢期間中に実現した｣が 288 件（約 27%）、｢今後 5 年程度で実現が期待できる｣
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第 1-2-1-3 表 アンケート回答結果 
機関数（回収率） 回答成果数
国公立大学 146 88（60.2％） 558
私立大学 96 58（60.4％） 242
公的研究機関 76 43（56.5％） 252













































   ～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造
（１）新しい原理・現象の発見・解明
（２）非連続な技術革新の源泉となる
　   知識の創造
＜目標２＞
 科学技術の限界突破
   ～人類の夢への挑戦と実現
（３）世界最高水準のプロジェクトによる
     科学技術の牽引
＜目標３＞
 環境と経済の両立






   ～革新を続ける強靱な経済・産業を実現
（６）世界を魅了する
     ユビキタスネット社会の実現
（７）ものづくりナンバーワン国家の実現
（８）科学技術により世界を勝ち抜く
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288 548 198 18




   ～革新を続ける強靱な経済・産業を実現
（６）世界を魅了する
     ユビキタスネット社会の実現
＜目標２＞
 科学技術の限界突破
   ～人類の夢への挑戦と実現
（３）世界最高水準のプロジェクトによる






   ～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造
（１）新しい原理・現象の発見・解明
（２）非連続な技術革新の源泉となる














     産業競争力の強化 14 39 13
＜目標５＞
 生涯はつらつ生活







   ～世界一安全な国・日本を実現
（11）国土と社会の安全確保
14 21 10
（12）暮らしの安全確保 13 42 17
上記政策目標に該当しない研究分野 6 30 11

































回答成果 1052 件に対して事務局 9 名が内容を吟味し、122 件まで絞込みを行った。絞込みの視
点は、成果に関する記載内容（各機関による記述）が理解しやすく、重要性が分かりやすいもの、メ
ディアやトップジャーナルなど第三者による取り上げや表彰実績があるもの、今後の発展性が期待
されるもの、などである。絞り込まれた 122 件全てに対して委員 6 名が目を通し、図中に示す「最有
力候補」、「有力候補」を複数選択した。成果の意義分類とした政策目標毎に、得票数の多いもの
から４０事例を選択した。最後の詳細調査段階で内容開示に問題が生じた 1 件を除外し、最終的
に合計３９事例とした。第 1-2-2-2 表～第 1-2-2-3 表は、選定された代表的成果３９事例のリストで
ある。 
 








































実現した｣に該当し、39 件のうち 37 件において、既に成果が顕在化している。 
 



































































                                          
（注 ） NISTEP REPORT No.93 基本計画の達成効果の評価のための調査 国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調
査報告書 (要約版)  2005 年 5 月 
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第 1-2-2-4 表 前回調査で選定した代表的成果４８事例のリスト              （P.17 （注）参照） 
No. 事例名 機関































28 人工衛星センサによるオゾン層モニタリング　－　南北両半球のオゾン破壊メカニズムを解明　－ （独）国立環境研究所 他
29 温暖化防止世界統合モデル　－　気候変動国際政策へのインパクト　－ (独)　国立環境研究所　他
30 雲解像非静力学モデルの開発　－ 豪雨・豪雪の定量的予測 － 気象研究所
31 ＤＮＡ型鑑定システム　- 機器分析による新しい鑑定システムの構築　- 科学警察研究所
32 氷床コアによる気候・環境変動の解明 情報・システム研究機構国立極地研究所
33 我が国初の高温ガス炉である高温工学試験研究炉　－ 原子力エネルギー利用の多様化への途を拓く技術の確立 － 日本原子力研究所






40 ダイヤモンド状炭素膜応用技術開発　－ 地域密着型産学連携による低摩擦・高耐摩耗性部材の開発 － 東京工業大学
41 対人地雷検知装置の開発とアフガニスタンにおける適用 東北大学
42 難治性寄生虫病に関する免疫・分子診断法の開発　－ 疫学への応用および流行国研究者への技術移転 － 旭川医科大学




47 ＭＥＭＳ技術の産業化　-　民間への技術移転、地域産業振興 - 東北大学
48 急速充放電できるリチウムイオン二次電池の基盤技術開発 山形大学
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2. 代表的成果３９事例 



















































39 インフルエンザウイルス感染過程の解明とその応用 科学技術振興機構（代表研究機関　東京大学）  
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導物質を発見したことを 2008 年 2 月に公表した。 
この発見により、新高温超伝導物質に関する研究が世界各国で開始され、2008 年後半には、









現在、金属系の超伝導物質では MgB2（2 ホウ化マグネシウム）の 39K（絶対温度）、一方、銅
系超伝導物質では、高圧下で約 160K が最高の転移温度となっている。 
今回、細野教授らが発見した新高温超伝導物質 LaFeAsO（鉄を主成分とするオキシニクタイ
ド化合物）は、これらの物質とは異なる第 3 の新しい超伝導物質であり、転移温度が 30K を超え




選んだ 2008 年科学のブレークスルーのベスト 10 に入った（米国化学会、および欧州物理学会の
選定した 2008 年のハイライト成果にも選定）。また、2008 年に発表された論文の中で引用回数
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 研究が挫折しかけた 1996 年にサメの卵の粉末を与えたところ、初めてこの餌をほぼ全ての仔
魚が食べたものの、生存期間が 30 日を超えることはなかった。さらに、共同研究していた企業と
共に数年の試行錯誤を経て、1999 年にはサメ卵の粉末にフィチン酸を低減した大豆オリゴペプ
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2 次元結晶により 3 次元結晶に勝るとも劣らない光制御を可能にする概念の提唱、さらに全く新
しいフォトニック結晶レーザの概念の提唱・実現に成功したことなどがその内容である。 
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発生過程を解明することを目的とした研究航海であり、138 日間（2007 年 9 月 21 日～2008 年 2
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法[CH4 + 2H2O → CO2 + 4H2]の利用が一般的である。しかし水蒸気改質法は、二酸化炭素を
副生する問題点を孕んでいる。そこで、水蒸気改質法の代替技術として、メタン直接改質法
[CH4 → C + 2H2]を、産学官連携により開発した。この方法では、1 日当たりメタン 24 ㎥を改質
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初期費用が 25％削減できる。また、電熱式ロードヒーティングに比べて、維持費は約 10 分の 1
に抑えることができ，二酸化炭素の排出は年間約 11ｔ （90％）削減することができる。 
さらに、凍結防止剤の散布が不要なため、沿道環境への負荷も低減できる。 
HUT システムは気温が約－5℃以上であれば，トンネル内近傍での凍結防止が可能である。
またトンネル長として 1km.以上であれば、安定的に性能を発揮する。現在までに HUT は、国道




















   40








































   41












である。実際 2000 年には、大学発ベンチャー「インタロボット株式会社」が設立され、2008 年 9
月には、人の言葉に合わせてうなずく葉っぱ型の玩具「ペコッぱ」が製品化された。「ペコッぱ」に
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(19) 成果名： 時系列メディアのデザイン転写技術の開発 














テム」、「VocaListener や v.morish 等の歌唱デザインインタフェース」の開発を進めた。これらのう









参 照 事 例 を絵 の具 のように混 ぜ合 わせたり、特 徴 の部 分 をこね回 したりといった操 作 性 を
directability とよび、その研究開発を進めている。これには、コンテンツ制作の効率化に加え，新
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てきた。その 1 つの成果である日常生活用船内服（カジュアルスペーススーツ）が、2008 年 3 月と
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ま た Magnetospirillum megneticum AMB-1 株 の 他 に も 、 異 な っ た 系 統 の 磁 性 細 菌
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作業の効率化によって、H-II ロケットから打ち上げコストを 2 分の 1 以下に抑えるなど、世界的に
も有数のコストパフォーマンスを誇っている。重量の異なる衛星に合せて、2 形態の標準型ロケッ
トから選択できるなど、運用面でも柔軟に対応している。また、これまで 15 機中 14 機の打上げ成
功（7 号機から 9 機連続成功）により、世界最高水準の打上げ成功実績を記録している。2007 年
より衛星打ち上げ輸送サービスの事業化を実現し、宇宙輸送産業の拡大にも貢献している。 
M-V ロケットは、M-3SⅡロケットを大型化したロケットで、多様な科学探査ミッションに対応した



























   49


















高磁場 OMRI の開発研究を行う過程で「等速移動 MRI」原理を発見したことで、空間分解能
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(27) 成果名： 世界初の新規抗血栓薬の開発 
機関名： 三重大学 
 














TM はトロンビンの基質特異性を変えて、血中のプロテイン C という凝固阻害プロテアーゼを活性
化し、血液凝固反応を阻止する。こうした TM の機能を明らかにし、ヒトの TM 遺伝子を世界で初
めて単離して構造を解明し、さらに TM を DIC の治療薬として開発した一連の研究は高く評価さ
れている。 
 
TM 遺伝子組換え体の DIC 治療への応用 
TM は本来血管内皮細胞上に存在する膜蛋白質で難溶性であり、医薬品としては可溶性で
あることが好ましいため、治療薬の作製には、遺伝子組換え技術を応用して、TM の活性部位を
含む細胞外部分のみを可溶性型分子とした。この遺伝子組換え TM は、生理的な細胞膜 TM と
同じようにトロンビンと特異的に結合して、プロテイン C の活性化を促進し、血液凝固反応を阻止
してトロンビンの生成を抑制した。また、動物実験でも DIC を強く阻止することが認められた。 
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された肝臓再生療法の臨床研究は、2007 年度までに山形大学で 3 例、韓国の Yonsei 大学で
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信時に衛星から 4 回同じ情報を送り何個かがアンテナに到達できるようにした。 
このヘリコプター衛星通信システムの開発により、災害時に無線局が配備できない場所であっ
ても、上空からリアルタイムで被災地情報を収集できる。 
実証実験を行い、以下の 4 点の機能を確認した。 
1．ヘリコプターと本部との間のデータ通信機能。 
2．ヘリコプターの姿勢動揺があっても人工衛星方向を高精度で捕捉指向する機能。 
3．MPEG4 規格での 384kbps 準動画および 1.5Mbps 動画転送機能。 
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難であったが、MP レーダが開発され、1 分毎に 500m メッシュでの豪雨監視が可能になった。さら
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実際に、2008 年 6 月に発生した岩手・宮城内陸地震（M7.2）で発表された緊急地震速報では、
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を変えることや、稚魚の沖出し後 1 ヶ月程夜間照明をすることなどによりクリアした。 
 
世界初、完全養殖クロマグロ養殖用稚魚を出荷 
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(39) 成果名： インフルエンザウィルス感染過程の解明とその応用 





















































どに関して質問した。全機関の 6 割に相当する 189 機関から回答があり、1052 件の成果が寄せら
れた。得られた成果を機関別の内訳で見ると、国公立大学が 558 件（53%）、私立大学が 242 件（約
23%）、公的研究機関が 252 件（約 24%）であった。 
 
 大政策目標による内訳を全機関合計で見ると（第 1-4-1 表）、｢目標１ 飛躍値の発見・発明｣が
275 件（約 26％）、｢目標 2 科学技術の限界突破｣が 67 件（約 6％）、｢目標 3 環境と経済の両
立｣が 146 件（約 14％）、｢目標 4 イノベーター日本｣が 189 件（約 18％）、｢目標 5 生涯はつら
つ生活｣が 203 件（約 19％）、｢目標 6 安全が誇りとなる国｣が 118 件（約 11％）、｢これら政策目









部実現した｣が約 52%、｢今後 5 年程度で実現が期待できる｣が約 19%であり、｢期間中に実現し
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＜目標１＞　 飛躍知の発見・発明 275 26.1% 40.4% 46.5% 10.5% 2.5%
＜目標２＞　 科学技術の限界突破 67 6.4% 34.3% 46.3% 19.4% 0.0%
＜目標３＞　 環境と経済の両立 146 13.9% 25.3% 54.1% 19.9% 0.7%
＜目標４＞　 イノベーター日本 189 18.0% 22.8% 57.7% 16.9% 2.6%
＜目標５＞　 生涯はつらつ生活 203 19.3% 19.7% 51.7% 28.1% 0.5%
＜目標６＞　 安全が誇りとなる国 118 11.2% 22.9% 53.4% 22.9% 0.8%
上記政策目標に該当しない研究分野 54 5.1% 13.0% 61.1% 20.4% 5.6%




       （件数)　        (割合）
 
(2)代表的成果３９事例の選定 





を選択し、最終的に合計３９事例とした。第 1-4-2 表～第 1-4-3 表は、選定された代表的成果３９
事例のリストである。 
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調査対象：    専門家ネットワーク （注 2） 
調査期間：    2008 年 11 月 17 日～12 月 2 日 
 



























                                          
（注 1） 前回調査（NISTEP REPORT No.89 基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術振興による経済・社会・国民
生活への寄与の定性的評価・分析）で策定した８分野毎の科学技術リストで、デルファイ課題等から策定したもの 
（注 2） 科学技術動向研究センターが保有する８分野(ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー･材料、エネルギー、
ものづくり技術、社会基盤、フロンティア)の研究者約 2,000 名からなるネットワーク。 
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 本アンケートでは、調査対象機関人数の約 23％に相当する 468 人の専門家から回答が寄せられ
た（第 2-2-1-3 表）。延べ 8768 件、一人当たり約 19 件の成果回答があった。また成果は 310 種類
であり、各成果当たり約 28 人から回答があった。 
 









次に、成果のインパクトが大きい事例を明確にするために、第 2-2-1-1 図 調査票の質問項目
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1 15.7 50.3% 5.1 5.9
2 14.4 59.3% 5.2 5.3
3 14.3 58.2% 4.4 5.0
4 14.1 56.9% 4.5 4.6
5 13.8 63.3% 4.3 4.2
6 13.4 46.1% 5.0 5.1
7 動物培養細胞による医薬品等有用物質の生産技術 13.4 49.4% 4.6 4.8
8 13.3 37.7% 5.2 5.7
9 13.3 45.3% 4.7 4.9






























1 16.1 41.7% 3.8 4.7
2 15.1 34.1% 3.9 4.6
3 15.0 59.0% 2.9 2.9
4 14.6 48.1% 3.2 3.3
5 14.2 51.5% 4.0 4.2
6 13.9 38.4% 3.9 4.0
7 13.6 46.8% 3.3 3.9
8 13.4 38.6% 3.3 3.6
9 13.4 57.2% 3.5 3.4
































1 14.2 47.1% 4.7 5.1
2 13.8 53.7% 4.5 4.6
3 13.6 55.9% 4.5 4.6
4 13.6 47.7% 4.1 4.5
5 13.3 66.3% 3.6 3.5
6 13.2 62.7% 4.2 4.0
7 12.6 47.3% 4.1 4.8
8 12.3 51.2% 4.1 4.4
9 12.3 42.6% 4.1 4.5
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1 14.3 67.9% 5.0 4.9
2 13.0 56.3% 3.6 3.9
3 12.5 53.4% 3.7 4.5
4 12.5 38.6% 3.6 4.8
5 12.3 55.1% 4.0 4.2
6 11.9 64.7% 3.8 4.0
7 11.8 45.4% 3.7 4.4
8 11.7 61.8% 3.8 4.1
9 11.5 47.9% 3.3 3.9






























1 14.2 51.1% 4.2 4.5
2 13.8 61.5% 5.0 4.8
3 13.4 59.2% 3.7 4.1
4 12.9 71.7% 3.6 3.8
5 12.7 30.3% 4.9 4.9
6 12.1 42.7% 4.9 4.7
7 12.0 65.6% 4.0 3.8
8 11.8 59.5% 3.1 3.4
9 11.8 60.4% 3.7 3.8






























1 14.9 41.4% 3.7 4.5
2 12.4 36.9% 4.2 5.2
3 12.0 64.2% 3.8 3.8
4 12.0 80.0% 4.0 4.0
5 11.6 45.4% 3.4 4.2
6 11.4 31.8% 3.4 4.5
7 11.3 42.7% 3.4 4.7
8 11.1 47.3% 3.3 3.6
9 11.1 42.6% 3.1 4.6
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1 13.6 51.9% 3.1 3.4
2 13.4 48.1% 4.6 4.9
3 12.8 70.0% 4.3 4.3
4 12.7 49.6% 4.2 4.5
5 12.6 64.2% 4.1 4.0
6 12.4 59.3% 3.8 3.6
7 12.3 63.1% 4.1 4.0
8 12.2 44.0% 4.2 4.8
9 12.2 43.9% 4.5 4.7
































1 13.5 71.5% 4.1 3.6
2 13.0 60.3% 5.5 5.3
3 12.6 54.0% 4.8 5.1
4 12.4 59.3% 5.9 5.6
5 12.0 36.5% 4.7 4.8
6 11.9 60.0% 5.7 5.9
7 11.8 52.3% 5.2 5.6
8 11.7 45.4% 5.5 6.3
9 11.4 47.5% 5.4 6.0





































の枠組みを設定し（第 2-2-2-1 図）、代表的成果事例を選定した。 
 
































   ～革新を続ける強靱な経済・産業を実現
＜目標１＞
 飛躍知の発見・発明
   ～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造
（７）ものづくりナンバーワン国家の実現
（８）科学技術により世界を勝ち抜く
     産業競争力の強化
（１）新しい原理・現象の発見・解明
（２）非連続な技術革新の源泉となる




   ～人類の夢への挑戦と実現
（３）世界最高水準のプロジェクトによる
     科学技術の牽引
（６）世界を魅了する




た政策目標の括りで改めて仕分け直し、集計した。第 2-2-2-2 表～第 2-2-2-6 表は、この結果のう
ち上位１０事例を示したものである。後の代表成果事例の候補策定に当たり、各政策目標でより上
位に挙げられた事例ほど、第三者としての専門家の意見を強く反映できるものとして配慮し、８分野
毎に示された前述の上位事例（第 2-2-1-4 表～第 2-2-1-11 表）と併せて、重要な判断材料とし
た。 
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1 13.3 37.7% 5.2 5.7
2 11.8 30.8% 3.4 3.7
3 11.7 45.4% 5.5 6.3
4 11.6 27.6% 3.3 3.8
5 11.5 64.5% 4.5 4.4
6 11.5 55.9% 4.7 5.0
7 11.5 34.0% 4.6 4.6
8 11.2 29.8% 3.2 3.5
9 11.1 50.4% 3.1 3.1































1 14.3 67.9% 5.0 4.9
2 14.2 51.1% 4.2 4.5
3 14.2 47.1% 4.7 5.1
4 13.8 61.5% 5.0 4.8
5 13.8 53.7% 4.5 4.6
6 13.6 55.9% 4.5 4.6
7 13.6 47.7% 4.1 4.5
8 13.4 59.2% 3.7 4.1
9 13.3 66.3% 3.6 3.5






























1 16.1 41.7% 3.8 4.7
2 15.0 59.0% 2.9 2.9
3 14.6 48.1% 3.2 3.3
4 14.2 51.5% 4.0 4.2
5 13.9 38.4% 3.9 4.0
6 13.4 38.6% 3.3 3.6
7 13.4 49.4% 4.6 4.8
8 13.4 57.2% 3.5 3.4
9 13.3 44.7% 3.0 3.5
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1 15.1 34.1% 3.9 4.6
2 14.9 41.4% 3.7 4.5
3 14.4 59.3% 5.2 5.3
4 14.1 56.9% 4.5 4.6
5 13.8 63.3% 4.3 4.2
6 13.4 46.1% 5.0 5.1
7 13.3 45.3% 4.7 4.9
8 13.2 42.3% 4.4 4.9
9 12.7 49.7% 4.2 4.4
































1 15.7 50.3% 5.1 5.9
2 14.3 58.2% 4.4 5.0
3 13.6 46.8% 3.3 3.9
4 13.6 51.9% 3.1 3.4
5 13.5 71.5% 4.1 3.6
6 13.4 48.1% 4.6 4.9
7 13.2 37.5% 3.4 4.5
8 13.0 60.3% 5.5 5.3
9 12.8 70.0% 4.3 4.3























































 前述のアンケート集計結果（8 分野別；第 2-2-1-4 表～第 2-2-1-11 表、政策目標別；第
2-2-2-2 表～第 2-2-2-6 表）で上位にランクされた事例を参考に、事例候補案として 30 事例に絞
り込んだ。この事例候補案を基に成果事例選定検討会（第 2-1-2 図参照）を開催し、事例選定に
関する審議を実施した。成果事例選定検討会で委員などから新たに提案された事例を含め、第




なお、事例候補の策定に当たっては、前回調査 （注）で選定された事例（第 2-2-2-10 表）に関す
る扱いを審議し、「専門家へのアンケート集計結果で上位にランクされた事例が、前回選定された
                                          
（注） NISTEP REPORT No.89 基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄
与の定性的評価・分析 2005 年 3 月 

























● iPS細胞の創出 7 1
● 脳科学の展開 19 7
脳型情報処理システム技術 33 2
二足歩行ロボット - -
● 地球と宇宙の探査・観測技術 8、25 3、6
● X線自由電子レーザーと大型放射光施設 - -
ゲノム高速解析技術 18 5
● 次世代蓄電システム　（自動車用・自然エネルギー用） 1、2 2、5






● 次世代画像表示技術　(有機EL） 5、11、24 10、24、29








● 動脈硬化予防・治療法　（高脂血症治療薬） 4、5 4、5
● 放射線によるがん治療技術　（重粒子線治療） 21 18
遠隔医療システムを実現するセンシング・情報通信技術 2 1
食品と食事の健康機能性の解明とその応用 11 9
● 新興・再興感染症の制御技術　（検知・予防・診断・治療） 1、3 1、2
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第 2-2-2-10 表 前回調査で選定された３２事例 



























































1. iPS 細胞の創出 （p.82）  
2. 脳科学の展開 （p.93）  
3. 地球と宇宙の探査・観測技術 （p.105）  
4. Ｘ線自由電子レーザーと大型放射光施設 （p.116）  
5. 次世代蓄電システム（自動車用・自然エネルギー用） （p.128）  
6. 希少金属回収技術 （p.138）  
7. 次世代画像表示技術(有機 EL） （p.151）  
8. ユビキタス社会を支えるメモリと高速無線通信ネットワーク （p.161）  
9. 動脈硬化予防・治療法（高脂血症治療薬） （p.175）  
10. 放射線によるがん治療技術（重粒子線治療） （p.185）  
11. 新興・再興感染症の制御技術（検知・予防・診断・治療） （p.193）  
















   82
1.  事例１  iPS 細胞の創出 
（1）事例の背景 
iPS 細胞(人工多能性幹細胞：induced Pluripotent Stem cells）とは京都大学・山中らにより作成
法が見出された人工の幹細胞であり、種々の組織・細胞へ分化させることが可能なため、失われた
り損傷したりした組織を再生する治療法への利用に期待が持たれている。 
従来、同様 の多分化能 をもつ細胞としては受精卵から作成される ES 細胞（胚性幹細胞：





























の細胞を iPS 細胞（induced pluripotent stem cell）と名付けた。さらに山中らは2007年、世界に先
駆けて成人の皮膚細胞よりヒト iPS 細胞を作成することに成功した。同時期には米国のウィスコンシ



































環状 DNA を用いたもの）を用いる改良方法も見出された。 
 
第2-3-1-2表  幹細胞研究の経緯 
 経緯 
1981年 マウスの ES 細胞の作成に成功（英国） 
1996年 クローン羊 ドリー誕生（英国） 
1998年 ウィスコンシン大学 トムソンらがヒト ES 細胞の作成に成功（米国） 
2003年 京都大学 中辻らが国内初 ヒト ES 細胞の作成に成功 
2006年 京都大学 山中らがマウス iPS 細胞の作成に成功 
2007年11月 京都大学 山中らが成人の細胞よりヒト iPS 細胞の作成に成功 









も、既に ES 細胞やその他の幹細胞の応用分野としてかなり開発が進んでいる。 
iPS 細胞の研究にも、このような幹細胞関連技術の成果をかなりの程度活用できるということは注
目される。 
   84






















・ 治療薬を評価する際に、動物組織や動物細胞を用いた評価を行うが、これをヒト iPS 細胞から
分化させて作成したヒト組織を用いて評価するという創薬への応用 
・ 組織修復や疾患組織の治療を必要とする患者へ、患者本人の iPS 細胞を作成して本人の組
織・臓器を再生させて治療する再生医療への応用 









































































系幹細胞から iPS 細胞を作成することに成功している。「親知らず」は捨てられていたので、iPS 細胞
バンクを作成するための細胞資源として有望と考えられている。 
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（4）政府の果たした役割 
iPS 細胞の研究において、政府が果たしている役割は以下である。 
・ iPS 細胞を含む幹細胞関連技術開発・再生医療よる治療技術開発への積極的な公的投資 
・ 「先端医療開発特区」での開発促進 
・ iPS に関する知的財産戦略推進 
・ 国際研究協力 
 
① iPS 細胞関連研究への積極的な公的投資 
iPS 細胞作成成功以前も含め、政府の支援は以下のように行われた。 
 
第2-3-1-4表 iPS 細胞に係る政府の主な支援策 
分類 年月 政府の支援策（◎（赤字）は研究成果） 
iPS 細胞誕生まで 1997年～ 文部科学省 科学研究費 
  2003年～ (独)科学技術振興機構(JST) CREST 研究費 
  2005年～ 
(独)新エネルギー・産業技術開発機構（NEDO)
研究費 
  2006年 ◎ マウスの iPS 細胞作成に成功 
  2006年～ (独)医薬基盤研究所 研究費 
  2007年～ 文部科学省 特別推進研究 
  2007年11月 ◎ ヒトの iPS 細胞作成に成功 
iPS 細胞誕生後 2008年1月 総合科学技術会議 iPS 細胞研究 WG 
    
(独)産業技術総合研究所、NEDO（経済産業
省）との共同研究開始 
  2008年2月 JST iPS 細胞関連３プロジェクト開始 
  2008年4月 
文部科学省 再生医療実現化プロジェクト 
 （20億円プラス補正予算15億円） 
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厚生労働省は2008年度に iPS 細胞等創薬基盤の整備のため9.1億円を投資しており、iPS 細胞
研究を加速させるための超高速のシーケンサー等の研究機器を早急に整備する必要がある研究
施設に対して研究機器の整備を実施している。 
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なお、アメリカ合衆国では2009年3月9日にオバマ大統領が ES 細胞研究への政府助成を解禁す
る大統領令に署名した。ES 細胞研究で得た研究の蓄積は iPS 細胞研究においても有用である。
文部科学省の専門委員会は3月17日、ES 細胞を使った研究への国の事前審査をやめ、届け出制








2008年11月 iPS 細胞応用として2テーマが採択され、今後の開発促進が期待されている。 
 
第2-3-1-6図 「先端医療開発特区」における iPS 細胞プロジェクトの採択例 
  
注： iPS 細胞応用の採択課題として、他に「ヒト iPS 細胞を用いた新規 in vitro 毒性評価系の構築」（（独）医薬基盤研究所 
水口裕之プロジェクトリーダー）がある。 




















































































・ 文部科学省 再生医療の実現化プロジェクト第 I 期（H15～H19） 
http://www.stemcellproject.mext.go.jp/01/index.html 
・ （独）科学技術振興機構 多能性幹細胞研究のインパクト-iPS 細胞研究の今後-  
http://www.jst.go.jp/kisoken/iPS/sympo1/ 
・ 経済産業省 iPS 細胞研究に対する支援策について
http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu1/siryo7.pdf 
・ 鷲見芳彦 iPS 細胞に関する研究動向と課題、科学技術動向 2009 No.96 
・ タカラバイオ ニュースリリース、ヒト iPS 細胞作製用試薬を新発売 
http://www.takara-bio.co.jp/news/2009/03/03.htm 
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・ 経済産業省 iPS 細胞の産業応用の促進に向けて 
http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu4/siryo6.pdf 
・ 総合科学技術会議 iPS細胞研究の推進について（第一次とりまとめ） （2008年7月3日）
http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu9/torimatome1.pdf 
・ 厚生労働省 平成20年度厚生労働省補正予算 iPS 細胞等創薬基盤の整備 
http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/08hosei/dl/gaiyou.pdf 
・ 厚生労働省 平成20年度 iPS 細胞等創薬基盤整備事業 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2008/12/tp1210-2.html 
・ 日経バイオ年鑑2009 
・ （独）医薬基盤研究所 お知らせ ヒトiPS細胞の提供（分譲）を開始します！！（2009年3月9
日） http://www.nibio.go.jp/cgi-bin/new/view.cgi?no=513 
・ 総合科学技術会議 第78回 資料3 iPS 細胞が作る新しい医学 
http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu78/siryo3-2.pdf 
・ 総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 iPS 細胞研究 WG iPS 細胞研究の推進につ
いて（第一次とりまとめ）（2008年7月3日） 
   http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu9/torimatome1.pdf 
   http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu9/torimatome2.pdf 
   http://www8.cao.go.jp/cstp/project/ips/haihu9/torimatome3.pdf 
・ 文部科学省 iPS 細胞（人工多能性幹細胞）研究等の加速に向けた総合戦略 改訂版 
http://www.lifescience.mext.go.jp/download/47th/47-02.pdf 
・ 中内啓光 ヒトiPS細胞等を用いた次世代遺伝子・細胞療法の開発 ヒトiPS細胞等研究拠点
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脳科学研究においては、脳を見るためのイメージング法が重要であり、日本からも多くの研究成
果が生まれている。人間の脳内の活動を非侵襲的に評価することができ、脳の高次機能を研究す
るのに欠かせない機能的磁気共鳴描画法（functional magnetic resonance imaging：fMRI）の原理
である BOLD(Blood Oxygen Level Dependent)法を、1990年に小川誠二（当時ベル研究所）が発
見している。fMRI を利用した研究では、独立行政法人 放射線医学総合研究所分子イメージング
研究センター分子神経イメージング研究グループの「妬み」に関する研究などが有名で、人 が妬
みを持 つ感 情 と他 人 の不 幸 を喜 ぶ感 情 に関 する脳 内 のメカニズムが脳科学的に証明され
ている。 

































































2001 年 の 独 立 行 政 法 人  科 学 技 術 振 興 機 構 （ JST） の 戦 略 的 創 造 研 究 推 進 事 業 ERATO
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（注１） 「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告書（2008 年 7 月厚生労働省認知症の医療と生活の質を高め
る緊急プロジェクト） 
（注２） 2005 年患者調査報告（厚生労働省） 
（注３） 2005 年患者調査報告（厚生労働省） 
（注４） 平成 19 年中における自殺の概要資料（2008 年 6 月警察庁） 
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第2-3-2-6表 日本の脳科学に関する研究開発戦略策定の流れ 











































る。理研 BSI の特徴を第2-3-2-7表に示す。 
 






























































































                                          
(注 ) 「脳科学研究ルネッサンス」 2007 年 5 月 
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わしキャンパス（旧蚕糸・昆虫農業技術研究所）における、昆虫の脳に関する研究、各地の試験場
















































・ 文部科学省研究振興局ライフサイエンス課 脳科学研究について 学術分科会（第24回）及
び学術研究推進部会（第17回）合同会議 参考資料 （2007年11月2日） 
・ 文部科学省 脳科学研究の推進に関する懇談会 脳科学研究ルネッサンス－新たな発展に
向けた推進戦略の提言－（2007年5月） 
http://www.lifescience.mext.go.jp/download/39th/39-5-3.pdf 
・ 2007年度版 科学技術白書 
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa200701/010.htm 
・ 1992年度版 通信白書 
・ （独）科学技術振興機構 ERATO 型研究 川人学習動態脳プロジェクト 
http://www.jst.go.jp/erato/project/kgd_P/kgd_P-j.html 
・ 科学技術政策研究所 ナイス ステップな研究者2005 
（独）理化学研究所脳科学総合研究センター http://www.brain.riken.jp/index_j.html 
・ NTT データ研究所 （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構調査事業 脳科学の産業分
野への展開に関する調査事業 調査報告書2008 
・ 農林水産省農林水産研究情報総合センター 農林水産研究情報総合案内 
http://www.affrc.go.jp/en/ 
・ （独）理化学研究所脳科学総合研究センター 脳研究の最前線 講談社 （2007年） 
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z 2005年2月、H-IIA ロケット7号機による運輸多目的衛星「ひまわり6号（MTSAT-1R）」打上げ 
¾ 「ひまわり」の画像として日々の天気予報ニュースで利用され、航空管制にも利用 
z 2005年7月、M-V ロケット6号機による X 線天文衛星「すざく（ASTRO-EII）」の打上げ 








z 2006年1月、H-IIA ロケット8号機による陸域観測技術衛星「だいち（ALOS）」の打上げ 
¾ 宇宙からの地球観測データにより、地図作成、地域観測、災害状況把握、資源調査など
に利用 
z 2006年2月、H-IIA ロケット9号機による運輸多目的衛星「ひまわり7号（MTSAT-2）」打上げ 
¾ 気象業務に関しては「ひまわり6号」の軌道上バックアップ、また2機体制で航空管制業務
に利用 
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z 2006年2月、M-V ロケット8号機による赤外線天文衛星「あかり（ASTRO-F）」打上げ 
¾ 赤外線天文観測により、全天赤外線観測図を作成 
z 2006年9月、H-IIA ロケット10号機による情報収集衛星打上げ 
z 2006年9月、M-V ロケット7号機による太陽観測衛星「ひので（SOLAR-B）」打上げ 
¾ 太陽の磁場分布や電流分布、速度分布の精密な観測 
z 2006年12月、H-IIA ロケット11号機による技術試験衛星 VIII 型「きく8号（ETS-VIII）」打上げ 
¾ 大型展開アンテナ等の技術で携帯端末による移動体通信の実現 
z 2007年2月、H-IIA ロケット12号機による情報収集衛星2機同時打上げ 
z 2007年9月、H-IIA ロケット13号機による月周回衛星「かぐや（SELENE）」打上げ 
¾ 月の元素・鉱物組成、地形、地下構造、磁気異常、重力場等の観測 
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の進展に貢献し、太陽物理学に変革をもたらす重要な成果を挙げた。 
このような日本の宇宙科学の成果は世界で高く評価されている。例えば、世界有数の科学誌で




第2-3-3-1図 Science 誌の表紙を飾る日本の宇宙科学研究の成果 





















同誌に掲載された論文は「Extremely fast acceleration of cosmic rays in a supernova remnant」 
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探査の限界を押し広げた功績により、米国宇宙財団（Space Foundation）のジャック・スワイガート賞























                                          




(注 2) PRISM は可視域を観測する光学センサで、地表を 2.5m の分解能で観測することができる。PRISM のデータは高精度の
数値標高モデル(DEM)を作成するために使われる。標高を含む地形データを取得するために 3 組の光学系を持ち、衛星
の進行方向に対して前方視，直下視，後方視の 3 方向の画像を同時に取得している。 




































た 利 用 を 達 成 す る た め の 協 力 に 関 す る 憲 章 」 （ Charter on Cooperation to Achieve the 








































旧宇宙科学研究所及び旧宇宙開発事業団の M-V ロケット及び H-IIA ロケット等に携わる研究者
                                          
(注) 国際災害チャーター参加機関：欧州宇宙機関 （ESA）、仏国立宇宙研究センター （CNES）、カナダ宇宙庁 （CSA）、イン
ド宇宙研究機関 （ISRO）、米国海洋大気庁 （NOAA）、アルゼンチン国家宇宙活動機関 （CONAE）、宇宙航空研究開
発機構 （JAXA）、米国地質調査所 （USGS）、DMC インターナショナル・イメージング （DMC）、中国国家航天局 
（CNSA） 


































欧州   
日本      










出典：宇宙開発戦略本部事務局 JAXA 発表資料 2008年11月4日 




出典：宇宙開発戦略本部事務局 JAXA 発表資料 2008年11月4日 
 
（6）参考文献 
・ 宇宙基本法 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/utyuu/about2.html 
・ 宇宙開発に関する長期的な計画: 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/uchuu/reports/08031303.htm 
・ JAXA 長期ビジョン http://www.jaxa.jp/about/2025/index_j.html  
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第2-3-4-1図 X 線と物質の相互作用 
     
出典：SPring-8提供 
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我が国は放射光先進国の一つとして確固たる地位を築いてきた。欧米でもほぼ同時期に高輝度Ｘ
線放射光施設の建設がなされ、現在、SPring-8とともに、欧州 ESRF（European Synchrotron 





施設名 ＥＳＲＦ ＡＰＳ SPring-8 
設置者 欧州18カ国 米国エネルギー省 原研・理研 
所在地 グルノーブル(仏） アルゴンヌ(米) 兵庫県 
電子エネルギー 6GeV 7GeV 8GeV 
蓄積電流値 200mA 100mA 100mA 
蓄積リング周長 844m 1,104m 1,436m 
最大設置可能 BL 数 56本 68本 62本 






















                                          
(注 1) エミッタンスとは、電子ビームの空間的広がりを表す物理量で、ビーム進行方向（縦）とそれに直交する平面内の 2 軸の空
間広がりを表す 3 種類がある。 
(注 2) 放射光を利用している間の電子ビームの減少を継ぎ足し入射で常時補い、一定の蓄積電流を維持するための運転方法 























































するために、理研によるＸ線自由電子レーザー（XFEL：X-ray Free Electron Laser）の計画が2006
年より開始された（第2-3-4-6表）。 
 
第2-3-4-6表 世界の XFEL 開発計画 
施設名 SLAC XFEL European XFEL 
設置者 米国エネルギー省 理研 欧州11カ国 
所在地 カリフォルニア（米） 兵庫県 ハンブルグ（独） 
電子エネルギー 14GeV 8GeV 10-20GeV 
発振波長 0.15nm 0.06nm 0.085nm 
全長 4km 0.7km 3.4km 
総建設コスト 6.15億ドル以上 369億円 9.08億ユーロ 
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ためのシステムが開発され、従来の２桁高い分解能(光子エネルギー１０keV において13.1meV)が



























                                          
（注） （独）理化学研究所、（財）高輝度光科学研究センター「SPring-8 産業利用成果」パンフレット 














































































































・ 石川哲也，構造生物，11(1)(2005)「SPring-8でのコンパクト X 線自由電子レーザー計画」 
・ 石川哲也ら，真空，49(11)，678(2006)「SPring-8における X 線自由電子レーザー計画」 
・ 江尻有郷，日本物理学会誌，61(11)，835(2006)「放射光利用研究40周年と学術会議放射光
科学小委員会」 
・ 新竹積，文部科学時報2007年2月号, 42(2007)「XFEL における日本の独自開発技術の結
集 」 
・ 石川哲也ら，科学と工業，81(8)，394(2007)，「SPring-8放射光と X 線自由電子レーザーで加
速する産業利用」 
・ 文部科学省「J-PARC の利用方策のあり方に関する懇談会（第2回）配布資料3」2008年5月 
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中～大 中～大 小～中 小～中
高安 高 高













































































































































































































































































































































































































区分 実勢備蓄日数 目標備蓄日数：60日分 
国家備蓄 22.6日分（2008年4月末現在） 42日分 































































































































2,800t に対し、我が国の都市鉱山には1,700t もある。これは、世界の年間消費量450t の約4倍に
相当する。同様に白金（プラチナ）も都市鉱山としての蓄積が世界の年間消費量の約6倍に、コバ
ルト、タンタル、レアアースも、2～3倍に相当する。 
4家電 4品目除く 4家電 4品目除く WEEE計
金(Au) 接点 2,378 \/g 1.0 40.3 41.3 t 2,374 95,896 98,270
銀(Ag) 接点 47 \/g 17 696 713 t 782 32,706 33,489
パラジウム(Pd) 接点、めっき、導電ペースト 1,274 \/g 0.0 3.6 3.6 ㎏ 0 5 5
白金(Pt) 接点 4,489 \/g 0.0 0.7 0.7 ㎏ 0 3 3
小計 131,767
銅(Cu) 銅線、回路 814 \/㎏ 44,119 66,633 110,753 t 35,913 54,239 90,153
亜鉛(Zn) めっき鋼板 419 \/㎏ 6,094 20,096 26,190 t 2,553 8,420 10,974
鉛(Pb) ブラウン管、CRT,はんだ 132 \/㎏ 5,283 5,028 10,311 t 697 664 1,361
カドミウム(Cd) 50 \/㎏ 7 214 221 t 0 11 11
小計 102,499
砒素(As) Ga-As半導体 142 \/㎏ 7 18 24 t 1 2 3
水銀(Hg) 蛍光管 944 \/㎏ 0 0 0 t 0 0 0
クロム(Cr) めっき、鉄鋼 354 \/㎏ 0 42 42 t 0 15 15
アンチモン(Sb) 難燃助剤、電線 442 \/㎏ 266 658 924 t 118 291 408
ビスマス(Bi) はんだ、磁石 2,925 \/㎏ 13 95 108 t 39 278 317
セレン(Se) 感光ドラム 6,200 \/㎏ 0.7 1.8 2.4 t 4 11 15
錫(Sn) はんだ 821 \/㎏ 666 4,631 5,296 t 547 3,802 4,348
ニッケル(Ni) 電池、磁石、リードフレーム 3,648 \/㎏ 333 5,043 5,376 t 1,214 18,396 19,611
コバルト(Co) 磁石、磁気テープ、電池 4,795 \/㎏ 67 2,199 2,266 t 319 10,545 10,864
ガリウム(Ga) Ga-As、Ga-P半導体 43,000 \/㎏ 7 16 23 t 286 693 979
ゲルマニウム(Ge) PET樹脂触媒、蛍光体 23,604 \/㎏ 1 3 4 t 14 71 85
インジウム(In) 透明電極(液晶） 95,000 \/㎏ 0 28 28 t 0 2,660 2,660
モリブデン(Mo) 6,644 \/㎏ 0 0 0 t 0 0 0
ストロンチウム(Sr) ブラウン管、フェライト 590 \/㎏ 3,298 913 4,211 t 1,946 539 2,485
タンタル(Ta) コンデンサ 7,799 \/㎏ 0 123 123 t 0 961 961
テルル(Te) 合金 3,119 \/㎏ 0 0 0 t 0 0 0
タングステン(W) 超硬工具 3,816 \/㎏ 0 10 10 t 0 40 40
ネオジム(Nd) 磁石 3,541 \/㎏ 0 377 377 t 0 1,335 1,335
レアアース(RE) 3,541 \/㎏ 0 929 929 t 0 3,290 3,290
リチウム(Li) 電池 10,398 \/㎏ 8 268 276 t 82 2,785 2,867
マンガン(Mn) 電池、磁石 212 \/㎏ 0 18,443 18,443 t 0 3,918 3,918
ディスプロシウム(Dy) 磁石 12,982 \/㎏ 0 15 15 t 0 196 196
バリウム(Ba) 4 \/㎏ 3,432 1,210 4,641 t 12 4 16
小計 54,413
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第2-3-6-11表 我が国の都市鉱山の規模推定結果 
Al 177,000,000 25,000,000,000 60,000,000 0.24 0.3 12
Sb 112,000 1,800,000 340,000 19.13 3.1 3
Cr 20,000,000 810,000,000 16,000,000 2.08 0.8 4
Co 57,500 7,000,000 130,000 1.87 2.3 6
Cu 15,300,000 480,000,000 38,000,000 8.06 2.5 2
Au 2,500 42,000 6,800 16.36 2.7 ①
In 450 2,800 1,700 61.05 3.8 ①
Fe 858,000,000 79,000,000,000 1,200,000,000 1.62 1.5 11
Pb 3,300,000 57,000,000 5,600,000 9.85 1.7 4
Li 21,100 4,100,000 150,000 3.83 7.4 6
Mo 179,000 8,600,000 230,000 2.69 1.3 6
Ni 1,550,000 64,000,000 1,700,000 2.7 1.1 9
Pt 445 71,000 2,500 3.59 5.7 3
RE 123,000 88,000,000 300,000 0.35 2.5 6
Ag 19,500 270,000 60,000 22.42 3.1 ①
Ta 1,290 43,000 4,400 10.41 3.5 3
Sn 273,000 6,100,000 660,000 10.85 2.4 5
W 73,300 2,900,000 57,000 1.97 0.8 5
V 62,400 13,000,000 140,000 1.08 2.2 4
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第2-3-6-12表 エコタウン事業と投資額 
事業名称 補助対象 時期 交付額 
家電製品リサイクル施設 1999年度 2.5億円 
秋田県北部エコタウン計画 
非鉄金属回収施設 2000年度 8.5億円 
























































































・ （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構「JOGMEC の活動 HP」： 
http://www.jogmec.go.jp/jogmec_activities/index.html 

























2008年の TV 用出荷台数では、液晶テレビ（LCD：Liquid Crystal Display）とプラズマディスプレイ
























































有 機 EL の 他 の 次 世 代 デ ィ ス プ レ イ と し て は 、 FED （ Field Emission Display ） や SED



























出典：城戸淳二「有機 EL のすべて」日本実業出版社2003より作成 
 
（2）研究開発の経緯 



















                                          
(注) 有機分子は光励起下においては基底状態(S0)から一重項状態(S1)へ光吸収が起こり、この励起状態から再び基底状態
へ放射失活する際に蛍光が生じる。しかし電流で励起子を生成した場合（電流励起）、電子とホールの再結合後、スピン
統計則により一重項状態と三重項状態(T1)が 1:3 の割合で生成するため、蛍光発光する S1 の生成効率は 25%の低い値
に留まってしまう。リン光と呼ばれる T1 からの発光は、本来禁制遷移であるため、75%もの励起子が非放射失活して発光に
寄与しなかったが、Ir や Pt のような重原子を含む錯体による分子内の強いスピン相互作用により、通常禁制である三重項
準位からの放射が緩和され、常温においてもリン光が観測できようになった。（九州大学未来科学創造センター光化学材
料部門安達研究室 HP より引用） 























は刺激を受け、有機 EL テレビの本格普及に向けて研究開発・製品開発を進めている。 
以上の研究開発の経緯を第2-3-7-3表に示す。 
 
                                          
(注 1) 照明用有機 EL パネルのサンプルパネル製造・販売とパネル事業の事業性評価をするために、三菱重工業（株）、ローム
（株）、凸版印刷（株）、三井物産（株）および城戸淳二が出資して 2008 年に設立。 
(注 2) CEATEC JAPAN は、世界最先端の技術・製品・サービスが発表され、国内外の業界関係者を始めとする、幅広いユー
ザーから大きな関心をもたれている最先端 IT・エレクトロニクス総合展 
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第2-3-7-3表 有機 EL の研究開発経緯 
経緯 
1965年 米国 RCA 社 Helfich、Schneider らがアントラセンの単結晶を青色に光ら
せることに成功 




1989年 米国イーストマン・コダック社 Tang らが、発光材料をドーピングすることに
より、有機 EL のカラー化（赤、緑の発色）に成功 
1993年 山形大学城戸らが世界で初めて白色に有機 EL を光らせることに成功 
1997年 東北パイオニア（株）が世界初の有機 EL 実用化（車載用オーディオ） 
1999年 英国プリンストン大 Forrest らがりん光物質を作成し、発光効率を飛躍的
に向上 
2000年 携帯電話に初めて有機 EL パネルが搭載（東北パイオニア（株）のパネル
が、米国モトローラ社の携帯に搭載） 
2000年代半ば 携帯電話のサブディスプレイ、MP3プレーヤーなどへの搭載が進む 








 低分子系 高分子系 
素子構造 多層構造 単層構造 












開発状況 量産化 研究開発 
主な材料メーカー 出光興産（株） 住友化学（株） 
出典：坂本雅明「東北パイオニア有機 EL の開発と事業化」2005等より(株)三菱総合研究所にて作成 
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第2-3-7-6図 有機 EL の市場規模推移および予測 
出荷額（ 百万ドル ）
FPD合計（有機ELを除く） 有機ELのみ  





第2-3-7-7表 有機 EL の用途別シェア（2007年） 
順位 用途 シェア 対前年比 
1 携帯電話サブディスプレイ 54.7% -10% 
2 MP3プレーヤー 25.2% -35% 
3 携帯電話メインディスプレイ 11.5% 137% 
4 他の電子機器（PDA など） 4.4% 223% 
5 カーオーディオ 3.3% 4% 
 その他 0.9% 31% 
 合計 100.0% -9% 
出典：DisplaySearch 社プレスリリース（March 2008）より(株)三菱総合研究所にて作成 
 
2007年有機 EL ディスプレイ市場では、32％の出荷台数シェアでサムソン SDI がトップになってい
る。2位はインテル社やゼネラル・エレクトリック社が出資している台湾のライトディスプレイ社である
（第2-3-7-8表）。日本メーカーは TDK（株）とパイオニア（株）が上位5社に入っている。また、有機
EL 材料および有機 EL 製造装置では、日本企業が非常に高い競争力を持っている。 
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第2-3-7-8表 有機 EL の市場シェア（2007年） 
順位 企業 売上（百万ドル） 出荷台数シェア 
1 サムソン SDI（韓国） $156.7 31.7% 
2 ライトディスプレイ社（台湾） $107.9 21.8% 
3 パイオニア（株）（日本） $90.6 18.3% 
4 TDK（株）（日本） $25.3 5.1% 
5 eMagin 社（台湾） $15.0 3.0% 
 その他 $98.5 19.9% 
 合計 $493.9 100.0% 





上する。有機 EL ディスプレイと液晶ディスプレイの性能を比較したものを第2-3-7-9表に示す。 
 




反射型 LCD 有機 EL 
軽量・薄型 △ ○ ◎ 
輝度・コントラスト ◎ △ ○→◎ 
応答速度 △ △ ◎ 
視野角 △→○ △→○ ◎ 
消費電力 ○ ◎ △→○ 
寿命 ◎ ◎ △→○ 
コスト ○ ◎ ○ 










                                          
(注 ) 有機エレクトロニクス研究所 HP（http://www.organic-electronics.jp/）、科学技術動向 2009 年 1 月号「省エネルギーに寄
与する照明の効率化技術」より作成 






















































有機 EL の研究開発に関する国による主な研究開発プロジェクトを第2-3-7-10表に示す。 
 
第2-3-7-10表 有機 EL に関する主な国家プロジェクト 
プロジェクト名 期間 金額 
高効率有機デバイスの開発 2002年～2006年 46億円 
高分子有機 EL 発光材料開発プロジェクト 2003年～2005年 13億円 
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・ 城戸淳二「有機 EL のすべて」日本実業出版社、2003 
・ 時任静士・安達千波矢・村田英幸「有機 EL ディスプレイ」オーム社、2004 
・ 坂本雅明「東北パイオニア有機 EL の開発と事業化」大河内賞ケース研究プロジェクト、2005 
・ 特許庁「技術分野別特許マップ 有機 EL」1999 
・ 社団法人日本電球工業会「電球工業会報 No.493,495,497,499」2008 
・ 九州大学未来科学創造センター光化学材料部門安達研究室 HP 
（ http://www.cstf.kyushu-u.ac.jp/~adachilab/index.html） 
・ DisplaySearch社プレスリリース（ http://www.displaysearch.com/） 




・ 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「FOCUS NEDO 洞爺湖サミット特集号 
























































DRAM を世界で最初に販売したのは米国 Intel 社であり、3つのトランジスタにより１つのメモリセル
を構成する3トランジスタセルの原理による DRAM を、1970年に発売し、1973年に量産化の体制へ
移った。その後、デナルド（Dr. R.H.Dennard）により、1キャパシタ型のメモリセル（1トランジスタ型の






2009年現在時点でも、この3次元構造のコンセプトで DRAM は作られている。 
 
①-2 フラッシュメモリ 
フラッシュメモリ (flash memory) は、書き換えが可能であり、電源を切ってもデータが消えない不
揮発性の性質を持つ半導体メモリである。記憶セルの接続構造により大きく NAND 型フラッシュメモ
























































  65  歳  以  上
  15  ～  64  歳
   0  ～  14  歳
年




教授）が NOR 型・NAND 型の原理を発明し、以降市場での販売・普及等を通じて、現在でも標準
的に利用される技術となっている。 
現在では NOR 型は主に携帯電話用途で、NAND 型は主に USB メモリやメモリーカードに広く使







年代 DRAM フラッシュメモリ 
1970s 1970 : Intel が1K ビット DRAM を開発（最初に
登場した DRAM） 





1980s 1980 : 小 柳 光 正 博 士 、 COB(Capacitance 
Over Bit Line)型のスタックセルを発表 
1980-84 : 舛岡富士雄博士（東芝、後・東北大）が、
フラッシュメモリの原理（NOR 型・NAND 型）を発明 
1988 : Intel、NOR 型フラッシュチップ開発 
1989 : 東芝、NAND 型フラッシュチップ開発 
1990s  1992 : 東芝、16MB NAND フラッシュ型メモリ製品化 






                                          
(注) インテルの共同創業者であるゴードン・ムーアが提唱し、集積回路におけるトランジスタの集積密度が、18〜24 か月ごとに 2
倍になる、という経験則である。 
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第2-3-8-3図  NAND型フラッシュメモリにおける微細化と高密度化の経緯（実例） 
 






















                                          
(注) 携帯電話を始めとする無線通信機器においては、受信した微弱な電波による電気信号を増幅する必要があり、そのため
の増幅器として半導体が用いられている。 
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デジタル方式へ全て移行 i-mode サービス開始 








無線 LAN サービス、国内で最初の商品化 
IEEE 802.11 規格が標準化 
公衆無線 LAN サービス開始 
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第2-3-8-9表 メモリに関する研究開発プロジェクト 




  超高密度電子 SI 技術プロジェクト 1999-04年度 47
  HALCA（高効率次世代半導体製造システム技術開発 ）プロジェクト 2001-03年度 17
  スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト 2006-10年度 32
  立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 2008-12年度 60
  極端紫外線（ＥＵＶ）露光システム開発プロジェクト 2004-07年度 124
  次世代プロセスフレンドリー設計技術開発 2006-10年度 46
  次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 2008-12年度 13
  半導体アプリケーションチッププロジェクト 2003-09年度 162
  MIRAI 1期 （ハーフピッチ 65nm の実現） 2001-03年度 138
  MIRAI 2期 （ハーフピッチ 45nm の実現） 2004-05年度 86
  MIRAI 3期 （超低電力 LSI の実現） 2006-10(08)年度 162
文部科学省  
 大野半導体スピントロニクス（ERATO） 2002-07年度 44

















Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc.の略称でアメリカ合衆国が本部の電気・電
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たとえば、現在第2世代携帯電話方式として世界でもっとも利用されている GSM 方式の携帯電













出典：総務省 平成20年版「情報通信白書」 2008年 
 
e-Japan や u-Japan 政策の下で過去に総務省や、同省が所管する（独）情報通信研究機構
（NICT）で近年行われてきた、あるいは進行中の主要な研究の一覧を第2-3-8-11表に示す。
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第2-3-8-11表 無線通信ネットワークに関する研究開発プロジェクト 


































































WiMAX や次世代 PHS への割り当て）、冒頭に掲げた周波数の割り当てによる効率化や電波資源
の有効利用の点でも、重要な役割を担ってきている。 
 また一方で、通信においては純粋な技術開発以外にも、成果技術の国際標準化がもたらす影響
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（6）参考文献 
＜メモリ関連＞ 
・ 小林春洋 『次世代半導体メモリの最新技術』日刊工業新聞社、2008 
・ MIRAI 成果に関する資料 
http://www.miraipj.jp/2008/MIRAIpj_081202v1.pdf 
・ JEITA 半導体研究開発に関する資料 
http://semicon.jeita.or.jp/future08/menu.html 
・ 土屋 憲司: “2-3. 半導体メモリーの動向”, 映像情報メディア学会誌, 60, 1, pp.20-23 








・ 総務省 平成20年版「情報通信白書」 
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h20/pdf/index.html 
・ 3.9G への周波数割り当て方針に関する総務省資料： 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/pdf/090123_8_bs1.pdf 




・ ICT 分野における研究開発状況の国際比較に関する調査 
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/linkdata/other031_200803_hokoku.pdf 






・ 国勢調査 人口統計 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000090004&cycode=0
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値を低下させる。合成阻害でなく、LDL（low density lipoprotein）受容体 （注２）を通じて、コレステロ
ール値を下げるため、大量の投与が不要となる。 
① 肝臓における HMG-CoA 還元酵素の阻害により、コレステロール合成が低下し、細胞のコレス
テロール・プールが減少する 
② 細胞のコレステロール要求性が高まり、LDL 受容体数が増加する 









りしたコレステロールを肝臓に送り返すのが HDL（高比重リポたんぱく：high density lipoprotein）である。LDL が多すぎた
り、HDL が少なすぎたりすると、血中のコレステロール濃度が高くなり、動脈硬化の要因となる。 



























（注２） H. Mabuchi et al., “Effect of an inhibitor of 3-Hydroxy-3-methylglutaryl Coenzyme A Reductase on Serum 
Lipoproteins and Ubiquinone-10 Levels in Patients with Familial Hypercholesterolemia”, N. Engl. J. Med. Vol.305, 
478(1981) 


























                                          
（注） 2008 ラスカー医学研究賞授賞式（2008 年 9 月 26 日、ニューヨーク）「ラスカー臨床医学研究賞贈呈の辞」
ジョセフ・ゴールドスタイン授賞選考委員長 



































エゼチミブ+シンバスタチン合剤 米Merck社,米Schering Plough社 27億7900万ドル
エゼチミブ（ゼチーア） 米Merck社,米Schering Plough社 24億700万ドル
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第2-3-9-7表  主な高脂血症治療薬の機能特徴 






EPA － － － イコサベント酸エチル
：≦‐25% ：‐20～25% ：‐10～20%
：10～20% ：20～30% ：≧30% －：‐10～10%
 















イベント 脳卒中 心血管死亡 総死亡
WOSCOPS プラバスタチン 40 3,302/3,293 55 4.9 272 218(-20) 192 142(-26) -32 NS -32 -22 1995
AFCAPS/TexCAPS Lovastatin 20-40 3,304/3,301 58 5.2 221 184(-17) 150 115(-25) -37 NA -32 NS 1998
ALLHAT-LLT プラバスタチン 40 5,170/5,185 66 4.8 224 184(-17) 146 105(-28) NS NS NS NS 2002
ASCOT-LLA アトルバスタチン 10 5,168/5,137 63 3.3 213 163(-24) 131 90(-31) -36 -27 NS NS 2003
CARDS アトルバスタチン 10 1,428/1,410 61 3.9 207 159(-23) 118 82(-31) -37 -48 NA NS 2004
HPS シンバスタチン 40 10,269/10,267 (40-80) 5 226 NA 130 89(-32) -27 -25 -17 -13 2002
PROSPER プラバスタチン 40 2,891/2,913 75 3.2 220 NA 147 98(-33) -19 NS NS NS 2002
4S シンバスタチン 20-40 2,221/2,223 59 5.4 261 196(-25) 188 123(-35) -34 -30 -42 -30 1994
CARE プラバスタチン 40 2,081/2,078 59 5 209 167(-20) 139 97(-32) -24 -31 NS NS 1996
LIPID プラバスタチン 40 4,512/4,502 62 6.1 218 179(-18) 150 112(-25) -24 -19 -34 -22 1998



















イベント 脳卒中 心血管死亡 総死亡
KLIS プラバスタチン 10-20 2,219/1,634 58 5 254 215(-15) 169 132(-22) NS NS NS NS 2000
PATE プラバスタチン 10-20 331/334 73 3.9 253 209(-16) 166 125(-25) NS NA NA NS 2001
MEGA プラバスタチン 10-20 3,966/3,866 58 5.3 243 215(-12) 157 128(-18) -33 NS NS NS 2005
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第2-3-9-10図 MEGA Study の結果 
 
出典：Nakamura H. et al.; Lancet 368:1155-1163,2006 
 
 
第2-3-9-11表 MEGA Study の結果 
 























本 たばこ産 業 （JT）が開 発 を進 めているが、未 だ承 認 には至 っていない。その他 では、ACAT









・ 日本動脈硬化学会 動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2007年度版 
・ 遠藤章 新薬スタチンの発見 コレステロールに挑む 岩波書店（2006年） 
・ 山内喜美子 世界で一番売れている薬 小学館（2007年） 
・ 日経 BP 社 「日経バイオ年鑑」2009 
・ Management of Elevated Cholesterol in the Primary Prevention Group of Adult Japanese 
Study (MEGA Study) http://www.mega-study.jp/mega-study.html 
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放射線によるがん治療の歴史は古く、1895年の X 線の発見の翌年には、X 線によるがん治療の
取組がなされている。一方、粒子線によるがん治療は、粒子に生体内で一定の飛程を持つための
























の医用重粒子加速器「HIMAC(Heavy Ion Medical Accelerator in Chiba)」が開発され、理論の実
証を図ることになった。建設には10年近い歳月を要し1993年11月に HIMAC が完成し、翌1994年6
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第2-3-10-3図 HIMAC の重粒子線治療装置 
 
出典：（独）放射線医学総合研究所｢新しいがん治療時代の到来を告げる重粒子加速器HIMAC (Heavy Ion  Med ica l  
Acce le rato r  i n  Ch iba ) ｣（( http://www.nirs.go.jp/research/division/charged_particle/himac/himac_01.shtml）  
 












































第2-3-10-5図 頭頸部 腺様嚢胞がん 
 
出典：溝江純悦「重粒子線による治療症例」放射線科学 第50巻 第7号 27頁（2007年7月15日） 
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出 典 ： （ 独 ） 放 射 線 医 学 総 合 研 究 所 「 粒 子 線 治 療 の 研 究 ・ 開 発 が 世 界 各 地 で す す め ら れ て い ま す 」






















・ 厚生労働省 人口動態統計 年報 
・ （財）医用原子力技術研究振興財団 粒子線治療の原理
http://www.juryushi.org/treatment/treat_04.html 
・ （独）放射線医学総合研究所 新しいがん治療時代の到来を告げる重粒子加速器 HIMAC 
(Heavy Ion Medical Accelerator in Chiba) 
   http://www.nirs.go.jp/research/division/charged_particle/himac/himac_01.shtml 
・ 群馬大学重粒子線医学研究センター http://heavy-ion.showa.gunma-u.ac.jp/ 
・ 群馬大学重粒子線医学研究センター 重粒子線照射施設
http://heavy-ion.showa.gunma-u.ac.jp/jp/facilities02.html 
・ 辻井博彦他 放射線科学 特集ここまで来た重粒子線治療 第50巻第７号 pp5-69 (2007年) 
・ 溝江純悦 重粒子線による治療症例 放射線科学 特集ここまで来た重粒子線治療 第50巻
第７号 pp27 (2007年) 
・ (独)放射線医学総合研究所 放医研における重粒子線治療の登録患者数（1994年6月～
2009年2月）  http://www.nirs.go.jp/hospital/result/pdf/01.pdf 
・ （独）放射線医学総合研究所 粒子線治療の研究・開発が世界各地ですすめられています
http://www.nirs.go.jp/research/division/charged_particle/himac/himac_09.shtml 
・ （独）放射線医学総合研究所 重粒子医科学センター病院 
http://www.nirs.go.jp/hospital/index.shtml 
・ 梅垣洋一郎他 文部科学時報 特集 重粒子線がん治療10年目を迎えて No.1541 pp9-49 
(2004年) 
・ （財）医用原子力技術研究振興財団  http://www.juryushi.org/ 
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（注１） WHO ‘The Global Burden of Diseases: 2004 update’ 
（注２） 総合科学技術会議 重点分野推進戦力専門調査会第 11 回会合 資料 11-6-1 新興・再興感染症対策に必要な科学
技術 
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① ATL の研究開発経緯 
z 1970～1980年代：ATL の疾患概念の解明 
1976年に京都大学医学部（当時）の高月清は、通常の急性白血病とは異なる症状を有する疾
患として、ATL の疾患概念を提示し、1977年に英国の医学雑誌 Blood に論文発表を行った。 



















                                          
（注） 総合科学技術会議 重点分野推進戦力専門調査会第 11 回会合 資料 11-6-1 新興・再興感染症対策に必要な科学
技術 
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② HAM/TSP の研究開発経緯 
1986年、鹿児島大学の納光弘らは鹿児島に多く見られる独特な SSP(原発性側索硬化症、脊髄
性けい性対麻痺)が HTLV-1への感染をきっかけとして起こることを見出し、この疾患を新たに HAM 
（HTLV-1関連脊髄症）と名づけた。 
















































・ 渡邉俊樹 HTLV-I 感染者における ATL 発症に関する疫学研究―これまでの研究成果と今
後の課題 東京大学・メディカルゲノム 56(5):527-534（2008） 






・ 日経 BP 社 日経バイオ年鑑 2009 
・ 鹿 児 島 大 学 医 学 部 第 三 内 科 学 講 座  WHO Collaborating Center for Human Retroviral 
Infections Associated with Neurological Disorders 
http://www.kufm.kagoshima-u.ac.jp/~intmed3/who_cc/index2.html 
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① 抗 HIV 薬の開発と日本人、日本企業の関与 
これまでの研究によりエイズウイルスの増殖のメカニズムが明らかにされ、それを基に抗 HIV 薬が
開発されている。 
以下が主な抗 HIV 薬である。また、エイズウイルスの増殖メカニズム。第2-3-11-2図に示す。 
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熊本大学医学部・満屋裕明らは、米国 NIH（National Institutes of Health）および NCI（National 
Cancer Institute）において、世界で最初に承認されたエイズ治療薬 AZT 開発に係わり、以後上市
された4つの医薬品の開発に携わった。満屋が開発に携わった抗 HIV 薬を第2-3-11-3表に示す。 
 
第2-3-11-3表 熊本大学医学部・満屋が開発に関わった抗 HIV 薬 
ジドブジン （AZT）
ジダノシン （ ddI ）
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第2-3-11-4表 日本企業オリジナルの抗 HIV 薬開発 
企業名 製品名・治験記号 一般名 作　用 導　出 開発状況
日本たばこ産業 ビラセプト ネルフィナビル プロテアーゼ阻害 アグロン社 1998.3：国内販売（国内4番目）1997.3：米国承認
日本たばこ産業 JTK-303 Elvitegravir インテグラーゼ阻害 ギリアド社（2005） 国内：Ｐ-１米：Ｐ-３
日本たばこ産業 JTK-656 インテグラーゼ阻害 海外：Ｐ-１
化学及血清療法
研究所 KD-247 抗HIV抗体 米：Ｐ-１
オンコリスバイオファーマ OBP-601 フェスティナビル 逆転写酵素阻害








田辺三菱製薬 MKC-442 エミビリン 逆転写酵素阻害 トライアングル社 海外：Ｐ-３で開発中止
塩野義製薬 copravirine 非ヌクレオシド型逆転写酵素阻害 アグロン社
2005.7：アグロン/ファイザー社
撤退
小野薬品 ONO-4128 CCR受容体拮抗作用 GSK社(2002） 2002.12：GSKに導出2005.10：Ｐ-３の患者登録中止  
出典：（株）三菱総合研究所作成 
 
また、上記を含めた抗 HIV 薬の国内承認状況を第2-3-11-5図に示す。 
 
第2-3-11-5図 抗 HIV 薬の国内承認状況 
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序の医薬品が開発された。既存の医薬品に抵抗性を示す HIV にも有効であり、感染後期の患者
が使える医薬品が増えるものと期待されている。 




また、2007年に米 国で承認を受け、日本でも2008年に希 少疾 病用 医 薬品の指定 を受けた
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・ 厚生労働省エイズ動向委員会報告 http://api-net.jfap.or.jp/mhw/survey/mhw_survey.htm 
・ 別冊 日経サイエンス 感染症の脅威 
・ Mlリソース エイズ治療剤 http://www.medmk.com/mm/add/mp_hivs.htm 
・ 日経 BP 社 日経バイオ年鑑 2009 
・ 堀田佳男 MITSUYA エイズ治療薬を発見した男 旬報社（1999年） 
・ （財）エイズ予防財団 エイズ予防情報ネット http://api-net.jfap.or.jp/htmls/frameset-01.html 
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11.-3  C 型肝炎 
（1）事例の背景 
かつてウイルスが同定されなかった時期は、非 A 非 B 型肝炎と呼ばれていた疾患である。 1988
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があること明らかになっている（日本人では C 型肝炎の7割が1b 型、2割が2a 型、1割が2b 型で、1a

















のAlick Isaacsらが、ウイルスを“妨害するもの”、または “干渉するもの”という意味で、interference 
の単語をもじって interferon（インターフェロン）と命名した。 
1986年、非 A 非 B 型肝炎（現在の C 型肝炎）患者に対する IFN 療法が海外の2研究グループ
により初めて報告された。1986年には米 Schering-Plough 社により毛様細胞性白血病の治療薬とし



















（注２） ウイルスが複製される時に、プロテアーゼという酵素が働くが、それを阻害することで C 型肝炎ウイルスを減少させようとす
る薬 
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1989年、世界に先駆けて献血時に HCV 抗体をスクリーニング開始し、以前は HCV の感染経路
のうち5割を占めていた輸血によるものが激減した。さらに、スクリーニング方法を改善することで、そ
の成果が向上した。また、有効な治療法がなかった C 型肝炎に対し、IFN 製剤が根本的治療法を










1989年世界に先駆けて献血時に HCV 抗体をスクリーニング開始し、以前は HCV の感染経路の
うち5割を占めていた輸血によるものが激減した。さらに1992年には献血血液に対して、第2世代





施、検診によって発見された HCV キャリアの初診率、継続受診向上、 
発見されたＨＣＶキャリアの健康管理等が実施された。 
 





② IFN 等の薬剤開発、利用に対する役割 







・ 厚生労働省研究班（1976～1977年度「IFN 製剤開発研究班」、1978～1980年度「IFN の臨床
応用に関する特別研究班」 1981年度～「IFN の臨床評価に関する総合的研究班」）      
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・ IFN 等の薬剤利用に対する役割 
IFN の C 型肝炎への利用について、厚生労働省は第2-3-11-11表のように保険の適用を拡大し
た。 
 
第2-3-11-11表 IFN への保険適用拡大に関する年表 
1992年 IFN について C 型肝慢性活動性肝炎の効能追加がなされ、初回投与のみ保
険適用となった。 
1997年 非活動性の C 型慢性肝炎に IFN の保険適用。 
2000年 C 型肝炎に対する IFN の再投与に保険適用。 
2001年 IFN・リバビリン併用療法に保険適用。 
2008年 IFN 治療に対する医療費助成開始。 
出典：(株)三菱総合研究所作成 
 




















剤、抗 HCV 翻訳阻害剤等の研究開発及びそれらの実用化が待たれる。 
 
（6）参考文献 
・ 厚生労働省 C 型肝炎 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/02-05.html 
・ 厚生労働省 新しい肝炎総合対策の推進 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/index.html 
   210
・ 厚生労働省 C 型肝炎対策等の経緯 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/03/dl/s0303-12e.pdf 
・ 厚生労働省 C 型肝炎対策等に関する専門家会議報告書「C 型肝炎対策等の一層の推進に
ついて｣  
・ 厚生労働省 第1回 C 型肝炎対策等に関する専門家会議 C 型肝炎対策等の経緯 資料3-1 
・ 厚生労働省 C 型肝炎対策等に関する専門家会議  
http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html  
・ 国立感染症研究所 感染症の話 C型肝炎 
http://idsc.nih.go.jp/idwr/kansen/k04/k04_12.html  
・ MLリソース C型肝炎 http://www.medmk.com/mm/add/1054_ad2.htm  
・ MLリソース 肝炎 http://www.medmk.com/mm/add/mp_hepatitis.htm  
・ 日経 BP 社 日経バイオ年鑑2009 
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① SARS ウイルスの発見 















③ SARS 治療方法の開発 
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ける全世界での感染者数（可能性例）は8,098名、死亡者数774名であった。日本では、行政による






















・ （独）理化学研究所プレスリリース 抗 SARS ウイルス剤の候補化合物を発見 
http://www.riken.jp/r-world/info/release/press/2004/040908_3/index.html 
・ 国立国際センター研究所 新興・再興感染症など 
http://www.imcj.go.jp/rese/top/j/infectious.html 
・ 2007/04/23日本経済新聞 朝刊  25ページ   
 






































                                          
（注１） 2005 年、国立感染症情報センターHP より、http://idsc.nih.go.jp/disease/influenza/05pandemic/0511phase.html 
（注２） 2006/10/23  日経バイオテク  3 ページ 









申請中のほか，UMN ファーマが遺伝子組み換え HA ワクチンに関して、厚生労働省から希少疾病




























                                          
（注１） 2007/01/09  毎日新聞 朝刊   3 ページ、http://www.j-tokkyo.com/2007/C07K/JP2007-261988.shtml 
（注２） 2009/03/16  熊本日日新聞 朝刊   5 ページ 




























・ 2006/10/23  日経バイオテク  3ページ 
・ 2009/03/16  熊本日日新聞朝刊  5ページ 
・ 大日康史 新型インフルエンザパンデミックの経済的損失のインパクトの予想と対策 臨床と研
究 85巻12号（2008年12月） 
・ 総合科学技術会議 新型インフルエンザ・ワクチンの生産に関する緊急調査研究 
http://www8.cao.go.jp/cstp/tyoutyou/shinkochousei1124.pdf 
・ 厚生労働省 新型インフルエンザ専門家会議 資料6 プレパンデミックワクチンに関する臨床
研究の概要 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/07/dl/s0730-13i.pdf 
・ （独）科学技術振興機構 科学技術振興機構報 第576号 
・ （社）北里研究所 新型インフルエンザワクチンの承認について 
http://www.jmacct.jp/ct/files/vaccine_20071019.pdf 
・ 日経 BP 社 日経バイオ年鑑2009 
・ MLリソース インフルエンザ http://www.medmk.com/mm/add/mp_influenza.htm 
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・ ML リソース 抗インフルエンザウイルス薬 
http://www.medmk.com/mm/add/1063_ad2.htm 
・ 厚生労働省 新型インフルエンザ対策報告書 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2004/09/tp0903-1.html 
・ 2007/01/09  毎日新聞 朝刊  3ページ 
・ Geriatric Medicine 高齢者の冬季感染症の現状と対策 Vol.46 No.11（2008年） 
・ 感染対策 ICT ジャーナル ｢ワクチンと新型インフルエンザ（H5N1）」 Vol.3 No.4（2008年） 


















































































































































































































                                          
（注） WHO Report : Global tuberculosis control - epidemiology, strategy, financing 











死因順位 １位（1950年） 27位（2007年） 
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R2079１0 Diarylquinoline Johnson & Johnson
OPC-67683 Nitroimidazo-oxazole 大塚製薬(株)
DC-159a リスピラトリーキノロン 第一三共(株)



































・ 土井教生 世界における新しい抗結核薬開発の現状（2007年1月15日） 
http://www.jata.or.jp/rit/rj/project7-2.pdf 




・ 平成20年度厚生科学研究 結核菌に関する研究（中間報告） 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/12/dl/s1205-7g.pdf  






・ （財）結核予防会結核研究所疫学情報センター 2007年結核年報速報 
・ ストップ結核パートナーシップ日本  
  http://www.stoptb.jp/stbj/history.html 


















・ 医薬品候補物質の発見、開発支援（HIV 感染症/AIDS、結核、C 型肝炎、SARS、新型インフル
エンザ） 


































・ 内閣府 科学技術連携施策群 新興・再興感染症 2005年度～2006年度 
・ 文部科学省 新興・再興感染症研究拠点形成プログラム 2005～2009年度 
・ 厚生労働省 新興・再興感染症対策の科学的基盤研究 ゲノム時代の感染症研究の充実など
継続的プログラム 




・ 総合科学技術会議 安全に資する科学技術推進プロジェクトチーム（第11回）資料11-4 新興・
再興感染症の現状（2005年7月26日） 
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(注) 雨量の観測に関しては、延べ 8,821 ヶ所（2008 年 9 月時点）がネットワーク化され、国土交通省防災情報提供センターのウ
ェブサイトで、携帯電話やパソコンを使って閲覧することが可能となっている。（http://www.bosaijoho.go.jp/） 




第2-3-12-7図 MP レーダ利用による降水観測と従来の解析雨量の比較 
11 12 13 14Hour(JST)




（注）捧グラフは MP レーダによる雨量観測値の推移を示す。上は下水道工事で作業員 5 名が流される事故が発生
した雑司が谷に該当する 500m 格子のもの、下は最も強い雨が観測された 500m 格子のもの。 














































































・ 水利情報  
・ 要員，資材情報  
・ 病院情報  
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第2-3-12-14図 防災気象情報の満足度 



































































































































































































































































































































・ 中小河川における水難事故防止策検討ＷＧ （第１回：2008年9月8日）資料６： 
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tyusyokasen_WG/index.html 























（1）. 事例 1  iPS 細胞の創出 
・ 文部科学省、厚生労働省、経済産業省による iPS 細胞関連研究への積極的な公的投資
により、基礎研究・応用研究医療応用に向けた研究が進んでいる。 
・ 文部科学省の専門委員会は ES 細胞を使った研究への規制緩和を合意（2009 年 3 月 17
日）。今後の幹細胞研究推進が期待される。 
・ 内閣府の知的財産推進計画により、iPS 細胞事業化加速の支援体制が構築されつつある 
・ 文部科学省による「ヒト iPS 細胞等研究拠点整備事業」に、京都大学、慶應義塾大学、東










（2）.  事例 2  脳科学の展開 
・ 研究開発資金を提供し、数々の研究開発成果を創出した（年間 300 億円程度）。 
・ 研究開発拠点を整備し、国が主体となって研究を進めた；(独）理化学研究所 脳科学総
合研究センター（BSI)の設立(1997 年）とその後の運営維持・活用（年間 100 億円予算規
模）。 
・ 研究開発戦略を明示し、日本全体として総合的に研究を推進させた。 
・ 左記 BSI において、500 名規模の研究者・スタッフの確保（約 80 名が外国国籍）。 
 










（4）.  事例 4  Ｘ線自由電子レーザーと大型放射光施設 
・ SPring-8 の建設費用(1,100 億円)。 





・ 第 3 期科学技術基本計画において、XFEL を国家基幹技術として位置付けた。 
 
（5）.  事例 5  次世代蓄電システム（自動車用・自然エネルギー用） 
・ NEDO のプロジェクトを主体とした研究支援を実施してきた。 
・ 「電気自動車等導入費補助制度」により、2007 年度までの 10 年間に約 328 億円（電気自
動車が約 12 億円、ハイブリッドカーが約 316 億円）を補助金として助成。 
・ 高性能蓄電池の開発は国の重点施策として「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」が
S ランクの評価。2030 年には電気自動車の航続距離を約 500km、コストを現在の約 1/40




（6）.  事例 6  希少金属回収技術 







（7）.  事例 7  次世代画像表示技術(有機 EL） 
・ NEDO プロジェクトの開始により、技術開発が加速されるとともに産学官連携の体制が強
化され、有機ディスプレイ委員会や有機 EL 検討会などが発足した。 





（8）.  事例 8  ユビキタス社会を支えるメモリと高速無線通信ネットワーク 
・ 半導体はすそ野が広い産業だが、メモリでは基礎・応用の両面から研究をサポートし、業










・ ユビキタス社会へ誘導するために、e-Japan や u-Japan 政策を打ち出し、戦略の見える化
を図った。 
 





































・ 結核：結核予防法（2007 年 4 月 1 日、感染症法に統合）により、国が中心となって健康診
断、予防接種、適正医療の普及を行う結核対策を推進。 





・ 文部科学省の新興・再興感染症研究拠点プログラムにより、海外 8 カ国との研究拠点が
構築され、研究が推進された。 
・ 結核：“Global Alliance for TB Drug Development （GATB または TB-Alliance）”に参画し、
治療薬開発に係る国際協力体制を構築。 
・ 感染症全般：文部科学省の新興・再興感染症研究拠点プログラムにより、海外 8 カ国との
研究拠点が構築され、人材の育成と確保がなされた。 
・ 新型インフルエンザ「新型インフルエンザ対策行動計画」（2005 年）、「新型インフルエンザ
ガイドライン（フェーズ 4 以降）」（2007 年）が策定、省庁横断的な対策が推進。 
 


















































第 2-4-2 表 ｢政府支援の有効性｣の評価基準 
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iPS細胞の創出 ◎ ○ ◎
【事例2】
脳科学の展開 ◎ ◎ ◎ ○
【事例3】








◎ ○ ◎ ○
【事例6】




















○ ◎ ◎ ○ ○
【事例12】
自然災害の減災システム技術 ◎ ◎ ○ ◎
3 9 3 1 6 1
4 2 2 5 4 2

















































 １２事例全体として「特に有効」であった政府支援は｢研究開発への資金投資｣が 12 件中 9 件、
次いで｢最先端な連携拠点の形成・活用・維持｣が 6 件であった。 
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 「特に有効」と「有効」を合計した数では｢研究開発への資金投資｣が 12 件中 11 件、｢最先端な


























































































らを科学技術成果ポートフォリオ上にあてはめて記述した（第 2-4-7 図）。 
 


























































































































の成果として各事例を位置づけた（第 2-5-1 図）。 
 



















































































































iPS細胞の創出 ◎ ○ ◎
【事例2】
脳科学の展開 ◎ ◎ ◎ ○
【事例3】








◎ ○ ◎ ○
【事例6】




















○ ◎ ◎ ○ ○
【事例12】
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ア．数物系科学 イ．化学 ウ．工学 エ．生物学
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     循環型社会の
     実現
（６）世界を魅了する
     ユビキタスネット
     社会の実現
（７）ものづくり
     ナンバーワン
     国家の実現
（８）科学技術により
     世界を勝ち抜く
     産業競争力の
     強化
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     病の克服
（10）誰もが元気に
　　　暮らせる社会
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第 1 部 大学・研究機関の多様な成果（全成果データベース） 
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B-21 物流用の非接触型スマートICカードやRF-ID(Radio Frequency Identification) タグ
B-22 オフィス業務の電子化・ネットワーク化技術























B-46 PKI(Public Key Infrastructure)利用によるネットワーク上での契約相手認証技術
B-47 届出、手続き等に関するネットワークを利用した役所の窓口サービス
B-48 土砂崩れ時の人命救助等に使用できる地中レーダー

















































































































































































































































































































































  科学技術動向研究センター 
(全体統括) 
センター長 奥和田 久美 
(調査取りまとめ) 
特別研究員 藤本 博也 
特別研究員 岡田 義明  
上席研究官 重茂 浩美 
上席研究官 白石 栄一 
特別研究員 武井 義久 
技術参与 佐藤 秀治  
(事例分析担当) 
上席研究官 重茂 浩美（再掲） 
特別研究員 関根 進 
客員研究官 鷲見 芳彦 
客員研究官 原田 良信 
客員研究官 市口 恒雄 
上席研究官 加藤 寛治 
特別研究員 吉永 孝司 
特別研究員 河本 洋 
研究員 金間 大介 
特別研究員 岡田 義明（再掲） 
上席研究官 白石 栄一（再掲） 
特別研究員 清水 貴史 
特別研究員 藤本 博也（再掲） 
特別研究員 武井 義久（再掲） 
(調査補助) 




主席研究員 北田 貴義 
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主任研究員 岡田 光浩 
研究員 杉江 周平 
(第１部調査担当) 
主席研究員 片岡 敏彦 
主席研究員 北田 貴義（再掲） 
主任研究員 吉田 彩 
研究員 宍戸 和子 
(第２部事例調査担当) 
主席研究員 富田 稔 
主席研究員 二瓶 正 
主任研究員 羽生 哲也 
主任研究員 吉村 哲哉 
主席研究員 北田 貴義（再掲） 
主任研究員 岡田 光浩（再掲） 
研究員 杉江 周平（再掲） 
研究員 瀧本 慶一郎 
研究員 佐々木 伸 
研究助手 大野 絢子 
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